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本論文は 4 つの部分が分けられる。まず、第１章においては、HRM という理論の生成に
ついて検討する。つまり、テイラーの科学的管理、ホーソン実験を代表とする人間関係管
理、マズローの欲求階層説に基づく行動科学の展開、ハーバード・グループの HRM 理論、




Resource Planning，以下 HRP と表記）とそのプロセスを検討し、最後に、SHRM と HRP






国企業を招致していた。日本企業の対中投資は 1980 年代から始まり、1992 年から本格化
した。改革開放以来、2011 年まで、中国が実際導入した外資金額は総計で 1 兆ドルの規模
を超えた。これまで、日系企業の対中投資には 3 つのブームがあったとよくいわれている。




そのつぎに、第 3 章では、そのような問題点を意識しながら、筆者が 2013 年 6 月 26 日
から 2013 年 7 月 2 日までにかけ、「在中国日系企業における人的資源管理現状－天津にあ
る 3 つの日系企業の事例」という調査を行った。3 社の日系企業で働いている中国人従業員












ンシップを有効な人材確保手段として活用すれば、第 1 章において、検討された SHRP の
狙いが達成されることを考察している。つまり、在中国日系企業は SHRP に基づき、中国
人従業員の質をいかに高めることができるかについて論じている。さらに、在中国日系企












第 1 章 人的資源管理理論の発展 
 
本章において、HRM 理論の歴史的な発展を振り返りたい。その理由はいくつかあると思





の概念と内容を解明する必要がある。つまり、HRM と SHRM の関係を示すために、PM
から HRM への発展を先に明らかにする必要があると考える。 
本章では、まず PM 理論が形成される土台としての F. W. テイラー（Taylor, Frederick 
Winslow）の科学的管理（Scientific Management）を再考する。科学的な管理の内容と体
系を言及したうえ、PM 理論の形成に対する影響を確認する。そして、PM 理論の体系を考
察し、その具体的な政策（policy）を説明する。さらに、HRM 理論を PM 理論から根本的
に区別する特徴である人間的志向（Human-Oriented）を初めて意識した人間関係論を検討
し、HRM 理論について述べる。最後に、在中国日系企業における SHRP の展開について























                                                   
1 Taylor, Frederick Winslow, Shop Management, 1903, pp.41-42, 上野陽一訳編『科学的管理法（新版）』
産業能率短期大学出版部、1969 年、72-73 頁。 









































 作業の標準化は「動作研究」と「時間研究」という 2 つの研究を含む。「動作研究」とは、
テイラーは各仕事を細かい動作（要素作業）を分解し、ストップウオッチを使ってその各
動作を遂行するための所要時間を測り、標準的作業時間を算出する。また、その標準的作
                                                   
3 上野陽一訳編、前掲書、333 頁、参照。 
4 同上書，62－63 頁，参照。 
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12 伊藤健市 「人事労務管理論の展開とその特質」労務理論学会編『経営労務辞典』晃洋書房、2011 年 6
月 30 日、236 頁。 
13 同上書、236 頁。 



























 上述したように、第 1 次世界大戦後、アメリカにおいて、大量生産を実現する上で決定
的な役割を果たしたベルトコンベア・システムの導入によって、労働者の作業は、細分化、
標準化されて、反復的労働になってしまった。チャーリー・チャップリン（Sir Charles 

































法が指摘されている。その 6 人の女性労働者の選抜に関しては、最初に選ばれた 2 人の従
業員が残りの 4 人を選ぶという形であった。つまり、この選抜方法が被験者の間に友好関
係を形成させた。したがって、誰かの疲れによる減産を他の人が補っていた。さらに、彼
                                                   





















                                                   
16 伊藤健市 「第 2 章 人事管理から人的資源管理へ」伊藤健市・田中和雄・中川誠士編『現代アメリカ
企業の人的資源管理』税務経理協会、2009 年 4 月 25 日、40－41 頁、参照。 
17 同上書、41 頁、参照。 





















                                                   
19 同上書、42 頁、参照。 
20 同上書、42 頁、参照。 




















⑤ 自己実現の欲求（the need for self-actualization）－自分の持つ能力や可能性を最大限
発揮し、具現化して自分がなりえるものにならなければならないという欲求である。 
                                                   








 次に、マグレガー（McGregor, Douglas M.）の XY 理論を紹介する。XY 理論は、マグレ
ガーの著書『企業の人間的側面』において提出された理論である。マグレガーはマズロー




法の効果は期待できない、低次元の欲求が一般的に満たされている 1960 年代では Y 理論に
基づいた経営方法が望ましい、と主張した。つまり、XY 理論は、マグレガーは、人間に対
する 2 つの対立的な考え方、つまり「権限行使による命令統制の X 理論」と「統合と自己




                                                   
23 岡田、前掲書、99 頁。 
24 岡田、前掲書、100-102 頁、参照。 
25 Argyris, Chris, “The Individual and Organization: Some Problems of Mutual Adjustment.” 
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 従来の PM を HRM として体系化したのは、ハーバード大学の M.ビァ （ーMichael Beer）
らであった。また、HRM が大学の最初の講義として、1981 年にハーバード・ビジネスス






                                                   
30 Beer M., B Specter, P. R. Lawrence, D. Q. Mills and R. E. Walton,: Human Resource Management: A 






整合性と HRM がトップ経営者の役割であることを主張した。つまり、HRM は各ステイク
ホルダーの間の利害関係を調整しながら、その調整に適合するように HRM とデザインす
る役割がある。31 
 しかし、ハーバード・グループが提唱したこの HRM の制度と手法の内容それ自体と、
PM のそれとの間に大きな差異は存在していない。制度と手法を運用する上で前提となる理
論フレームワークが異なっているのである。つまり、上述したような経営戦略との整合、
従業員の重要性やステイクホルダーとの関係といった点で、PM と区別される。（図表 1-2-1） 





在能力などを HRM の諸制度に反映されなければならない。32 
 つぎは「人的資源フロー」である。すべての従業員が会社における採用、配置、評価、
退職はこのフローの意味である。また、選抜、昇進、退職に関する意思決定につながる。 
                                                   
31 M. ビアーら著、 梅津祐良・水谷栄二翻訳 『ハーバードで教える人材戦略―ハーバード・ビジネスス
クールテキスト』日本生産性本部、1990 年、2-19 頁、参照。Beer, M., B. Spector, Paul R. Lawrence, and 
D. Q. Mills. Managing Human Assets: The Groundbreaking Harvard Business School Program. Free 
Press, 1984. 






















                                                   
33 M. ビアーら著、 梅津祐良・水谷栄二翻訳、前掲書、16-17 頁、参照。 





















                                                   
35 岡田、前掲書、155 頁、参照。 
36 岩出博 『戦略的人的資源管理の実相 アメリカ SHRM 論研究ノート』泉文堂、2002 年，19 頁。 
37 同上書、26 頁、参照。 




















                                                   
39 Jacoby, Sanford M., The Embedded Corporation: Corporate Governance and Employment Relations 
in Japan and the United States, Princeton University Press. 鈴木良始・伊藤健市・堀竜二訳 『日本の
人事部・アメリカの人事部 日米企業のコーポレート・ガバナンスと雇用関係』 東洋経済新報社，2005 年、
序文。 
40 Chandler, Alfred DuPon. Jr., Strategic and structure, Cambridge Mass: M.I.T.Press, 1962, p.13. 三



















を明らかにしたのはマイルズ（Miles, Raymond E.）とスノ （ーSnow, Charles C.）である。 
 マイルズとスノーは成功している組織では、外部的なイメージを向上させるだけではな
                                                   
41 岡田、前掲書、156 頁。 
42 Ansoff, H Igor., Corporate Strategy, Mcgraw-Hill, 1965, 広田寿亮訳 『企業戦略論』 産能大学出版部、








 1980 年代に入って、経営戦略論はポーター（Porter, Michael E.）を代表とする競争戦略
論に重点を移した。ポーターは競争の根は業界の経済的構造の中にあり、競争状態を決め
る基本的な要因は、①新規参入の脅威、②既存競争業者間の敵対関係、③代替製品・サー










                                                   
43 Miles, Raymond E., Charles C. Snow., Organizational Strategy, Structure, and Process, Mcgraw-Hill, 
1978, 土屋守章・内野崇・中野工訳 『戦略型経営 戦略選択の実践シナリオ』 ダイヤモンド社、1983 年、
37－38 頁、参照。 
44 Porter, Michael Eugene, Competitive Strategy, New York: Free Press, 1980, 土岐坤、服部照夫、中辻












業が保有する経営資源の特性に競争優位の源泉を見出す RBV が 1980 年代半ばに現われ始
めたと岩出教授が説いている。 
 






 RBV という用語の初登場はワーナーフェルト（Wernerfelt, Birger）が『Strategic 
                                                   
45 同上書、55－63 頁、参照。 
46 岡田、前掲書、166 頁、参照。 
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（imperfectly imitable resources）、④代替できない資源（substitutability）といった 4 つ
の要件を満たす必要がある。さらに、彼は、企業を資源の集合体としてとらえ、それを評
価する尺度として、①経済価値に関する問い（the question of value）、②希少性に関する
問い（the question of rarity）、③模倣困難性に関する問い(the question of imitability)、④




                                                   
47 Wernerfelt, Birger, “A Resource-based View of the Firm”, Strategic Management Journal, Vol.5, 
1984, pp. 171-180. 
48 岡田、前掲書、166 頁。 
49 Barney, Jay B., Gaining and Sustaining Competitive Advantage, Prentice Hall, 2002, 岡田正大訳
『企業戦略論～競争優位の構築と持続～』（上） ダイヤモンド社、2003 年、250－271 頁、参照。 
30 
 












出所：Barney, Jay B., Gaining and Sustaining Competitive Advantage, Prentice Hall, 2002, 岡田正大




























 また、ライト（Wright, M.）は「HR こそ持続的競争優位の源泉である」として、バーニ
ーの４要件を、①価値ある人的資本、②稀少な人的資本、③模倣できない人的資本、④代







                                                   
50 岩出、前掲書、50－52 頁、参照。 
51 Wright, P. M., G. C. McMahan. and A. McWilliams., “Human Resources and Sustained Competitive 
Advantage: a resource-based perspective”, International Journal of Human Resource Management, 5-2, 
1994, pp.301-326. 
52 Grant R., “The Resource-based Theory of Competitive Advantage: implications for strategy 






究の手法や内容も多種多様である。53それでも、RBV を HRM 領域に応用する傾向ははっ












                                                   
53 岩出、前掲書、49 頁、参照。 




55 岩出、前掲書、67 頁。 












 最後に、「経営戦略と HRM の整合といった意味でコンティンジェンシー・アプローチの
問題意識を踏まえつつ、同時に HR 施策間の相乗的な相互作用といったシステム的シナジ







                                                   
57 岩田一哲 「戦略的人的資源管理のプロセス論的評価に向けて」『高松大学紀要』 第 45 巻、2006 年、
36 頁。 
58 岩出、前掲書、67－68 頁。 
59 岩田、前掲稿、37 頁。 






















                                                   
















アンソニーたち（Anthony, William P., K. Michele Kacmar. and Pamela L. Perrewe.）
は「HRP は人的資源の獲得と活用を認識するような意思決定プロセスである。これは戦略
的意思決定プロセスの一部である。HRP は組織目標分析とその目標を満たすための資源を
獲得する計画に焦点を与えている。」64というように HRP の戦略性を強調している。 
                                                   
62 Ivancevich, John M., Human Resource Management 7th, The McGraw-Hill Companies, Inc, 2008, 
p.145. 
63 Mondy, R Wayne, Human Resource Management Global Edition 12th, Pearson Higher Education, 
2012, p.121. 
64 Anthony, William P., K. Michele Kacmar and Pamela L. Perrewe., Human Resource Management A 






















                                                   












のスマートフォンの波にのまれて、株価は 5 年連続で下がり、時価総額は 500 億ユーロが
吹き飛んだ。そこで、2013 年までに 1 万人をリストラする計画を打ち出して以降、中国現






                                                   
66 Anthony, William P., et al, op. cit., p.118. 
67 http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jakunen/index.html., 厚生労働省
ホームページ、アクセス日：2012 年 10 月 20 日、参照。 
68 Noe, Raymond., John Hllenbeck, Barry Gerhart and Patrick Wright., Human Resource 
Management Gaining A Competitive Advantage 5th, The McGraw-Hill Companies, Inc, 2006, p.202. 





図表 1-6-1 に示されるように、HRM は組織戦略計画と全体的な HRM 機能のキーリンク
である。戦略的な HRP は、企業計画がいかに HR を獲得し、活用するかについてのプロジ
ェクションである。これは企業全体的な戦略計画を影響し、またそれに影響されている。
そして、これは全般的な HRM の基盤として役を果たしている。70 




出所：Anthony, William P., K. Michele Kacmar and Pamela L. Perrewe.,  Human Resource 









                                                   




















て NO.1 あるいは NO.2 になろうと決定した。もし、そうでなければ、速やかにその産業か





                                                   
71 Cf., ibid., p.118. 
72 Cf., ibid., p.121. 






















                                                   
74 Cf., ibid., pp.121,122 



















出所：Noe, Raymond., John Hllenbeck, Barry Gerhart and Patrick Wright., Human Resource 
Management Gaining A Competitive Advantage 5th, The McGraw-Hill Companies, Inc, 2006, p.178. 
 
                                                   


























                                                   
77 Cf., ibid., p.178. 


















つの方法で解読されることができる。まず、われわれは行を見ると、「2001 年から 2004 年
にかけてこの職種において、従業員はどこにいるか」という問題が答えられる。たとえば、
2001 年の事務職の 70％（7 行）は 2004 年にまだこの職務に残っており、ほかの 30％は退
社した。組立工（6 行）のばあい、2001 年の組立工の 80％は 2004 年にまだこの職務に残
                                                   
79 Cf., ibid., p.179. 










ると、2004 年の従業員の 70％は 2001 年の同じ職務の人間による補充され、ほかの 30％は
外部雇用（2001 年にこの組織に属しなかった）で補充された。組立工（列 6）のばあい、
2004 年の組立工の 80％は 2001 年の同じ職務の人間による補充され、ほかの 20％は外部雇
用で補充された。もっとも変動的な職務は生産マネジャー（列 5）であり、2004 年の生産







                                                   
81 Cf., ibid., pp.179-180. 
82 Cf., ibid., p.180. 






















                                                   
84 Cf., ibid., p.181. 






















                                                   
86 Cf., ibid., p.183. 




















 では、本節において、HRP の戦略性をより明確にした SHRP の概念を考察したい。 
 
                                                   
88 Cf., ibid., p.192. 





 すでに、SHRM の展開について述べた部分において、HRM と組織戦略との関係の設定
について、「ベストプラクティス・アプローチ」「コンティンジェンシー・アプローチ」「コ
ンフィギュレーション・アプローチ」という 3 つのアプローチが存在することに言及した。 
 しかし、3 つアプローチが示していることはいずれにせよ、HRM が内・外部環境あるい
は組織戦略に対して、適合する（fit）という機能に過ぎないということである。この点に


































                                                   
90 Torrington, Derex., Laura Hall and Stephen Taylor., Human Resource Management 7th, Prentice 





 HRP と組織戦略の関係について、イヴァンセビッチが「HRP は組織戦略より先に策定さ
れるもの」と示しており、「HRP は組織戦略の策定にとって重要であるが、その実行にとっ
てもっと重要である」と指摘している。 












 要するに、HRP は HRM 機能の一部として、組織戦略に大きな影響力を及ぼしていると
言えるとともに、HRP も組織戦略から影響を受けている。 
                                                   

























HRP の戦略性も追究した。つまり、従業員の不足と過剰を予測できる HRP と経営戦略の
関係を検討した上で、SHRP という概念を検討してきた。HRP は HRM のなかの重要な問
題であり、組織が HRP をうまく策定することができれば、労働力の不足と過剰を防止し、
組織が必要とする人材の育成にも役に立つことができる。 
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96 鄧小平氏の「先富論」と対照。 
















































                                                   
101 王曙光『詳説 中国改革開放史』勁草書房、1996 年、65－67 頁、参照。 
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104 ここの、危機的という意味について、丸川知雄は、「一般的に外貨準備は輸入額の３ヵ月分以上持つこ
とが望ましいとされているが、15.57 億ドルという額は 1978 年の輸入額の 1.7 ヵ月分でしかなかった。」
と説明している。丸川知雄『現代中国経済』有斐閣アルマ、2013 年、166－167 頁、参照。 
105 同上書、234 頁、参照。 
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109 丸川、前掲書、240 頁、参照。 
110 同上書、241 頁。 



















 1980 年 3 月に「輸出特区」という名称は「経済特区」と正式に改称された。「輸出特区」
が初めて設置された 1979 年から、1983 年までに、外資による直接投資の契約件数は総計
で 1392 件であり、総計金額は 77.42 億ドル（うち、実行されたのが 17.92 億ドル）に達し
た。1983 年 5 月には、国務院は海南島の開発建設を加速するため、海南島で「経済特区」
                                                   
113 王曙光、前掲書、80－83 頁、参照。 
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114 『中華人民共和国外資系企業法』 1986 年 4 月 12 日、第二条、参照。 
63 
 
企業法は 1986 年 4 月 12 日、第六期全国人民代表大会第四回会議で採択され、また、2000


















                                                   










                                                   
116 同上書、78 頁、参照。 
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おいて、具体的に述べたい。まず、1991 年 4 月 9 日に施行され、2008 年 1 月 1 日に廃止
された「中華人民共和国外商投資企業および外国企業所得税法」における税制優遇諸政策
                                                   






 生産型企業で経営期間 10 年を超える企業に対しては、「二免三減半」（利益が生じ始め
た年度の 1 年目と 2 年目は全額免除、3 年目から 5 年目は半額免除）と、15％の軽減税率
等の優遇措置がある。118 
 つぎに、港湾・埠頭建設に従事する合弁企業（経営期間 15 年以上）。海南経済特区のイ
ンフラ事業および農業開発に従事する企業（経営期間 15 年以上）。そして、上海浦東新区
のエネルギー開発、交通事業に従事する企業（経営期間 15 年以上）。そのばあい、利益が
生じ始めた年度の 1 年目と 5 年目は全額免除、6 年目から 10 年目は半額免除となる。119 
 また、経済特区のサービス業に従事する企業（外国投資が 500 万ドル以上、経営期間 10
年以上）。経済特区またはその他の地域の外資銀行、合弁銀行などの金融機関（外国投資
資本または本店から支給された支店の営業資本が 1000 万ドル以上、経営期間 10 年以上）。
高新技術産業開発区の合弁ハイテク企業（経営期間 10 年以上）。そのばあい、利益が生じ




                                                   
118 同上書、81 頁、参照。 
119 同上書、81 頁、参照。 






















                                                   
121 同上書、81-82 頁、参照。 
122 同上書、77 頁、参照。 
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123 杜進、劉曙麗「第 2 章 中国の外資政策と日系企業」杜進編『中国の外資政策と日系企業』 勁草書房、













日本企業の対中投資は 1980 年代から始まり、1992 年から本格化した。改革開放以来、
2011 年まで、中国が実際導入した外資金額は総計で 1 兆ドルの規模を超えた。投資国別（地










 これまで、日系企業の対中投資には 3 つのブームがあったとよくいわれている。 

















                                                   
124 柴生田敦夫『日本企業の対中投資』 RIETI Policy Discussion Paper Series、独立行政法人経済産業研
究所、2009 年、4 頁、参照。 
125 同上稿、4 頁。 
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その後、第 3 次ブームが到来した。第 3 次ブームは、中国の WTO 加盟が視野に入って








図表 2-3-1 によれば、その後、日本の対中国直接投資は 2005 年をピークに減少し続けた





                                                   
126 同上稿、4－5 頁。 










































の 4,926 億円に減少する一方、非製造業向けは 58.3％増の 2,378 億円と大きく増加してお
り、投資シフトが鮮明になりつつある。特に、金融・保険業が 4 倍の 1,098 億円、不動業
                                                   
128 同上稿、6 頁。 
74 
 
産が5.3 倍の202 億円、サービス業が60.0％増の184 億円と顕著に増加している。2008 年
は製造業向けが前年比 1.8％増の 5,017 億ドルと微増にとどまる一方、非製造業向けは
29.2％減の 1,683 億ドルと減少に転じた。この要因としては、2007 年に邦銀の現地法人設
立が相次いだことへの反動で、金融・保険業向け投資が落ち込んだことが挙げられる。卸
売・小売業は 23.7％増の 794 億円、不動産業は 57.9％増の 319 億円と大きく増加してお
り、日本企業の対中直接投資が非製造業分野にも拡大する傾向は変わっていないといえる。」
129 
「このような変化が生じている要因としては、第 1 は中国自身の政策的な要因、第 2 は









年）において、中国政府は、2010 年末の国民 1 人あたりの GDP を 2005 年末比で倍増させ
る目標を打ち出している。この目標どおりに進めば、中国の市場はさらに拡大し、市場を
                                                   



















まず、日本興業銀行が 1983 年に行ったアンケート調査を紹介する。 
 当時、中国は「四人組」を打倒して、「改革・開放」政策が実施されたばかりの段階で
あったから、一般国民は市場経済や外資系企業に対して全くイメージがなく、インフラ整
                                                   






















                                                   
131 「中国との合弁に企業の６割が関心、対象地域は上海――興銀アンケート調査」『日本経済新聞 朝刊』






図表 2-４-1 が示したように、「中国市場が魅力的」と答えたのは 36.4％で、「安い労働












て、2011 年 9 月、中国、タイ、インドネシア、ベトナムなどの 10 ヶ国の 4306 社を対象に
した大規模の調査を行った。そのうち、1565 社の調査票が回収され、その内すでに進出し
ている企業は 156 社、進出意向がある会社は 245 社、進出意向がない会社は 1164 社であ
った。海外進出予定企業の進出理由について、「海外市場の開拓」が 173 社(選択率 70.6％)、
「取引先企業の海外移転」が 82 社(同 33.5％)、「円高」が 78 社(同 31.8％)、「安価な労
働力の確保」が 58 社(同 23.7％)などの結果となった。「海外市場の開拓」が「安価な労働
力の確保」を上回っており、「海外進出を単なるコスト削減の手段としてではなく、マー
ケット拡大の契機と考えていることがわかる」132と、帝国データバンクは結論を下したが、
実際、一連の調査を見てみると、中国を潜在市場として見なすのは 30 年前からだった。 








                                                   
132 「製造業の海外進出意向、中国は生産拠点から販売拠点へ」帝国データバンク、2011 年、6 頁、参照。 





















                                                   
134 「プレハブ住宅、中国生産、大和ハウス、浙江省に工場」『日本経済新聞 朝刊』 2013 年 3 月 7 日、
13 頁、参照。 
135 社団法人日本能率協会「中国における日系企業の経営の在り方」JMA Special Report NO.61、社団法
人日本能率協会、2008 年、10 頁。 





















                                                   
137 同上稿、10 頁。 
138 同上稿、11 頁。 
139 朱炎「第 8 章 日系企業の経営戦略の課題」大橋英夫編『変貌する中国経済と日系企業の役割』 勁草
書房、2012 年、204 頁、参照。 
81 
 
年 10 月 9 日から 11 月 15 日まで実施された。中国編において、JETRO は 1268 社を対象










年に引き続き最大である。実際、2009 年度と 2010 年度、この数値は 62.7％と 79.6％であ
り、いずれも 1 位であった。「現地人材の能力・意識」「競合相手の台頭（コスト面で競合）」

















































                                                   








この問題については、第 3 章において詳細に展開したいと考えている。 
  
2. 在中国日系企業における HRM の概況 
 
 『2013 年中国貿易外経統計年鑑』によると、2012 年末時点で、中国に進出した日系企業





る HRM の概況を掴むことは可能である。 
 上述したように、これまで、在中国日系企業における HRM に部分的に触れた研究141は
枚挙に暇がないほどであるが、在中国日系企業の HRM の全体を詳細に調べている研究は、

























                                                   













 また、古田秋太郎は 2000 年 8 月と 2001 年 3 月の二回に分けて、上海市および江蘇省に








                                                   


















 周宝玲は、1999 年に、天津にある日系企業 6 社の管理者 10 人（駐在していると帰国し
た合わせて）に対して、インタービュー調査と質問票による調査を行った。主として、異
文化コミュニケーションの実態についての調査であったが、駐在員の出向前の研修状況、
                                                   
144 古川秋太郎『中国における日系企業の経営現地化』税務経理協会、2004 年、21－49 頁、参照。 






























 さらに、中国人従業員の収入満足度について、王慶珊らが 2001 年－2002 年に実施した、















                                                   
147 薛軍『在中国の経営現地化問題―多国籍企業現地化論の再検討』創成社、2010 年、115－134 頁、参照。 
148 王庆珊、凌文辁、方俐洛:“在粤日系企业中国员工收入满意度调查” ，《广州大学学报 自然科学版》 ，








日系企業の 425 人とアメリカ系企業の 173 人に対して、アンケート調査を行った。調査に
よると、日系企業の中国人従業員が仕事全体（特に、報酬、福利厚生、経営管理）に対す
る満足度が低く、アメリカ系企業で働く中国人従業員より極めて低いことが分かった。ま










                                                   
149 董鹏、刘媛、周茂:“在华日资企业员工工作压力与满意度实证研究” ，《华北电力大学学报 社会科学版》 ，
2013 年 06 期，pp.25-33`，参照。 





















  以上の研究のように、在中国日系企業における HRM の施策や問題について、各社各様
の取り組みがなされており、また各研究者の調査の主眼もそれぞれである。そのため、在
                                                   















































第 3 章 在中国日系企業における人的資源管理―事例分析 
 
 第 2 章において、在中国日系企業における HRM に存在している諸問題を考察した。次
に、それらの問題の実情とその背景を探るために、筆者は 2013 年 6 月 26 日から 2013 年 7

















































1858 年、清朝政府が第 2 次アヘン戦争153に敗北したことより、天津条約が締結された。







                                                   












都市化が進み、都市面積は 1840 年の 9.4 平方キロメートルに対し、1934 年に 54.8 平方キ











                                                   
154 樊如森：“近代天津与北方经济发展” ，《郑州大学学报》 ，第 40 卷第 2 期，2007 年，p.5，参照。 
155 同上稿、5－6 頁、参照。 































 上述したように、19 世紀の後半から 20 世紀の前半にかけて、天津は中国北方の経済、交
通の中心地として発展してきた。したがって、1949 年、中華人民共和国が成立したあと、




の経済発展も停滞・後退した。さらに、重なった災難は、1976 年 7 月 28 日に、河北省の
唐山市を震源とした震度 7.8 度の「唐山大震災」である。天津はその近隣地域として甚大な





                                                   
157 宋美云：“天津的洋务运动与社会环境” ，《史学月刊》 ，1995 年 04 期，pp.87-91，参照。 





たとえば、1990 に天津市の GDP は 301.95 億元となり、一人当たり GDP も 3,487 元に達
した。また、1992 年における鄧小平氏の「南巡講話」がきっかけとし、第 14 回の全国人
民代表大会において、中国の経済制度は「市場経済」に移行することが決定された。その
後の 1995 年、天津市の GDP は 931.97 億元となり、さらに、2000 年にこの数字は 1,701.88
億元に達した。さらに、2001 年 12 月 11 日に、中国の WTO 加盟が正式的な発効したこと
により、中国政府は、法令の透明性や市場原則の尊重とともに、貿易関連制度改善、関税
引き下げとサービス自由化などの改善も要求され、市場経済の発展が加速された。中国北
方最大の沿岸開放都市である天津は WTO の加盟につれ、図表 1-1 に示されたように、飛躍
的な発展を遂げてきた。2005 年、天津の GDP は 3,905.64 億元に達し、2000 年に較べて






























                                                   



















 さらに、中国北方および天津経済のさらなる発展を図るため、1994 年 3 月に、TEDA お
                                                   





http://tjtb.mofcom.gov.cn/article/y/ab/201301/20130100006830.shtml アクセス日：2013 年 11 月 3 日。 
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よび「天津港保税区」をベースにした「天津浜海新区」163（Tianjin Binhai New Area）を
将来の 10年間にわたって築き上げることは天津市人民代表大会による決定された。それで、
11 年後の 2005 年に、中国共産党第 16 回全国代表大会において、天津浜海新区の建設を「国
家全体発展戦略」に盛り込んだ。その後、中国国務院の批准により、天津浜海新区は国家
改革試験区として、企業改革、科学技術改革、対外経済体制、環境保護や金融改革などの
一連の改革政策を行ってきている。2009 年 11 月 9 日に、天津は区画調整を行い、市轄区
の渤海海岸に面した塘沽区、漢沽区、大港区の三つの行政区域を合併し、新たに市轄区と












































いて合計 9 社に過ぎない。さらに、協力を得た企業の数は 7 社であり、それは北京が 1 社、


















 本調査は 2013 年 6 月 26 日から 2013 年 7 月 2 日までにかけて、天津の TEDA にある 3
つの日系企業で働いている中国人従業員を対象とした意識調査である。三社合計で 140 部



















 では、この 3 つの会社のプロフィールを紹介する。 
 まず、R 社は天津の西青区の TEDA に属する「天津泰達微電子工業園区」にある。本社
は 1958 年に京都市で創立され、当時、炭素皮膜固定抵抗器の開発と販売を開始した。1993
年に天津で製造関係会社を設立した後、2005 年に中国商務部の批准を得て、TEDA で 100%
出資の子会社を設立した。投資額は 340 億円で、敷地面積は約 11 万平方メートルを占め、
従業員を 2000 人以上有するハイテク企業である。製造部門は 7 つに分けられ、非常に高い
生産能力を持っている。製品は携帯電話、デジタルカメラ、DVD、PC などのような電気製










である。2004 年に天津で支社を設立し、グループ全体の年間売上高は 230 億円である。 





っている。天津で工場を建設したのは、1995 年末である。資本金は 200 万元であり、1200
人以上の従業員がそこで働いている。当社の経営理念は「お客様の満足」、「従業員の人間
性の尊重」、「社会との共生」、「環境との調和」、「着実な成長」という 5 つの部分から構成




 図表 3-2-1 に示された通りに、三社合計で 140 部の調査票を配布し、134 部を回収した。
回収率は 95.7%であった。調査票の最初の部分は従業員の基本情報で、「年齢」、「性別」、「最
終学歴」、「勤務年数」、「所属部門」、「出身地」について質問した。 
 調査票に答えてくれた 134 名の従業員の内、女性が 73 人、男性が 61 人であった。年齢
構成に関しては、10 代が 1％、20 代が 62％、30 代が 33％、40 代が 3％、50 代が 1％であ
る。日系企業で働く従業員の年齢構成は 20 代と 30 代の従業員が圧倒的に多い。所属部門
を見てみると、管理部門が 44％、技術部門が 36％、製造現場が 20％である。つまり、学
歴の要求が高い部門に所属する従業員が今回の調査において、80％を占めている。したが
って、その教育レベル関する質問は以下の通りである。回答者の学歴による構成は、修士





は 5％、1－3 年が 9％、3－5 年が 25％、5－10 年が 50％、10 年以上が 11％である。従業
員の出身地については、134 人の中でこれに回答した 124 人の内、天津市出身が 62％、ほ
かの地域出身が 38％である。 
つまり、調査結果によると、天津にある日系企業で働いている従業員の大半は地元出身













                                                   



































































































 では、134 人の回答者のうち、会社のインターンシップに参加した人は 32 人である。上









                                                   
165 Ivancevich M. John, op. cit., p.149. 














また、企業文化に関する Q4 について、「重視」が 12.5％、「やや重視」が 43.8％、また、「あ





























                                                   
167 Ivancevich M. John, op. cit., p.392. 




















 Q6. 会社に入ったとき、オリエンテーションを受けたか。 
Q7. オリエンテーションの期間（自由回答）。 
                                                   
169 Cf., ibid., p.393. 
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 Q8. 企業がオリエンテーションおける技能習得を重視しているか。 
Q9.  企業がオリエンテーションにおける会社の慣習（仕事のやり方、暗黙知など）を
重視しているか。 





 134 人の従業員のうち、オリエンテーションを受けたことがある従業員は 116 人で、
86.6％を占めている。オリエンテーションの期間は、法律上定められていないが、企業とそ
の職位により、それは異なる。つまり、個人の能力の程度に応じて、オリエンテーション
の所用期間は異なる。図表 3-3-3 に示されたように、この問題に回答してくれた 116 人のう
ち、38％の人が 1 週間と答え、32％の人が 3 日間と答えている。つまり、回答者の従事し
ている仕事の内、87％の仕事については、1 週間以内に従業員を職位に適応させることがで
きると企業が判断していることになる。また、1 ヶ月と 3 ヶ月を選んだ人はそれぞれ 4％と
9％を占めている。より長期的なオリエンテーションを受けた従業員（1 ヶ月と 3 ヶ月を合













      出所：事例調査により筆者が作成。 
 
Q8 から Q11 までの質問に対して、a）重視、b）やや重視、c）どちらともいえない、d）
あまり重視しない、e）全く重視しないという 5 つの回答を設定した。また、Q12 に対する
回答選択肢を a）賛成、b）やや賛成、c）どちらともいえない、d）あまり賛成しない、e）
全く賛成しないというように回答を設定した。 
図表 3-3-4 に示された Q8 から Q11 までの結果はインターンシップについての調査結果
（図表 3-3-2）と同じような傾向が示されている。すなわち、オリエンテーションにおいて
も、対象企業は技能教育と文化教育をともに重視している。しかし、インターンシップに






































 Q13. 現在の職位は期待したとおりか。 
 a）はい b）いいえ c）どちらともいえない 
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 Q14. 現在の職位において、満足感があるか。 
 a）満足的 b）やや満足的 c）どちらともいえない d）あまり満足的ではない e）全
く満足的ではない 
 Q15. 現在の職位において、どのような態度で職務に従事しているか。 
 a）積極的 b）やや積極的 c）どちらともいえない d）あまり積極的ではない e）全
く積極的ではない 
 Q16. 現在の職位についての不満を上司に伝えるか。 
 a）伝える b）伝えない 
  
 図表 3-4-1 にみるように、まず Q13 については、現在の職位が入社する前に期待したと































年より 3 倍以上に増えていることになる。 
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 Q17. この会社の教育訓練は充実していると感じるか。 
 a）充実している b）やや充実している c）どちらともいえない d）あまり充実して
いない e）全く充実していない 
 Q18. この会社の教育訓練は日本式だと思うか。 
 a）思う b）思わない（b）を選んだ人は、第 19 問に回答する必要はない） 
 Q19. 日本式だと思うなら、厳しいと思うか。 
 a）厳しい b）やや厳しい c）どちらともいえない d）あまり厳しくない e）全く厳
しくない 















つまり、選択肢「a)充実している」に 5 点をつけ、以下は選択肢順で 1 点ずつを減らす。
そして、各勤続年数において、その教育訓練の充実度の平均得点を求める。すなわち、平
均得点が高ければ高いほど、会社の教育訓練が充実していることが意味される。 
 図表 3-4-3 からわかるように、会社で勤続年数が 1 年未満と 10 年以上の従業員は会社の
教育訓練が充実していると思い、得点はそれぞれ 3.5 と 3.47 である。勤続 1－3 年の人が一
番低く 2.67 点であり、3－5 年の人は得点が少し上がり、2.97 点であるが、5－10 年の人が
また下がって、2.85 点である。つまり、会社の教育訓練の充実度への感覚と従業員の勤続
年数との関係は「W 字型」170であることが分かる。その原因を考えると、「1 年未満」のば
                                                   
170 「W 字型」という用語は本調査の対象企業における従業員に基づいた調査結果で作ったため、その通
用性についてはこれから、検証していく。また、宋徳玲らが 2005 年に、吉林省、浙江省、広東省にある








































                                                                                                                                                     
における「W 字型」の主張と傍証するものであると考えられる。そして、王慶珊らが 2001 年－2002 年に
実施した、広東省にある 40 社の 2529 人の中国人従業員に対する調査では、勤務年数が 1 年未満の若手従











 次に、Q18 については、会社の教育訓練の方法が日本式だと思う従業員は 55 人で、41％





Q18 に関する 59％の人が教育訓練方式は日本式ではないということと、Q19 に関する回答
結果の両方から推定されることは、日系企業の教育現地化が進んでいるということである。











われる職務充実(Job enrichment)、職務拡大(Job enlargement)、部門移動(Job rotation)に
ついての従業員の見方を探るための問題である。それは、以下の通りである。 
 Q20. 会社の教育訓練を通じて能力を高めることにより、会社に貢献したいを思うか。 
 a）そう思う b）ややそう思う c）どちらともいえない d）あまりそう思わない e）
全くそう思わない 
 Q21. より高いレベルあるいはより難しい職務を体験し、担当したいと思うか。（Job 
Enrichment） 
a）そう思う b）ややそう思う c）どちらともいえない d）あまりそう思わない e）
全くそう思わない 
 Q22. 現在の職務のほかに、新しい職務を担当したいと思うか。（Job Enlargement） 




a） そう思う b）ややそう思う c）どちらともいえない d）あまりそう思わない e）
全くそう思わない 






















                                                   






















                                                   
172 Cf., ibid., p.129. 





 これらの問題に関する調査は図表 3-4-4 に示されたように、職務充実に関わる Q21 にお
いて、より高いレベルあるいは難しい職務を体験し、担当したいと思っている従業員が
























































                                                   
174 技能実習生の受入れができる監理団体（営利を目的とするものは認められない。） は次のとおりであ
る。(1)  商工会議所又は商工会 (2) 中小企業団体 (3) 職業訓練法人 (4) 農業協同組合、漁業協同組合 (5) 
公益社団法人、公益財団法人 (6) 法務大臣が告示をもって定める監理団体。（出所：国際研修協力機構ホー




10 億円以上の国際取引の実績を有する機関 (3) 本邦の公私の機関と国際的な業務上の提携を行っている
などの事業上の関係を有する機関で法務大臣が告示をもって定めるもの。（出所：国際研修協力機構ホーム




   図表 3-5-1 在留資格「技能実習」の４区分 
 入国１年目 入国２、３年目 
企業単独型 在留資格「技能実習１号イ」 在留資格「技能実習２号イ」 
団体監理型 在留資格「技能実習１号ロ」 在留資格「技能実習２号ロ」 
   出所：国際研修協力機構ホームページ176 
本調査における「日本での研修」は、企業単独型に属する。その技能実習生に要求され
る要件は、以下の通りである。(1)  海外の支店、子会社又は合弁企業の職員で、当該事業
所から転勤し、又は出向する者である。 (2) 修得しようとする技能等が単純作業でない。 (3) 







会社に派遣し、最長 3 年間の研修をさせること」と差し当たり理解しておきたいと考える。 
 では、その実態を把握するために、本調査では、134 名の従業員の中、日本での研修を受
                                                   
176 国際研修協力機構ホームページ http://www.jitco.or.jp/system/seido_enkakuhaikei.html を参考、ア
クセス日：2013 年 9 月 30 日 
177 国際研修協力機構ホームページ http://www.jitco.or.jp/system/seido_soui.html を参考、アクセス







 Q25. 日本での研修期間。 
 Q26. 日本での研修の頻度。（一年何人） 
 まず、Q24 は、その研修を受けたことがある従業員の数を調べるものである。以下の質
問（Q25－Q32）に対して、日本での研修を受けたことがない人にもわかる範囲で答えても
らった。134 名の従業員の中に、日本へ派遣され、研修を受けたことがある人は 24 名で、
18％に過ぎなかった。そのうち、R 社が 1 人、M 社が 4 人、T 社が 19 人である。 
部門別でみると、24 人の中に、所属部門を答えなかった 1 人を除く 23 人のうち、管理
部門が 11 人に対して、技術部門が 12 人である。性別で見ると、24 人のなか、男性が 14
人、女性が 10 人である。それで、日本での研修に関して、性別上の差別は存在していない
ことが明らかになった。また、この 24 人の最終学歴も各人各様である。修士以上が 2 人、
大卒が 14 人、専門学校が 6 人、職業技術学校も 2 人がいる。イメージ上、中国でいう海外
研修は常に高学歴者だけに目を向けていることに対して、調査した日系企業は低学歴者も
日本へ派遣する傾向がある。また、年齢構成としては、20 代が 8 人、40 代が 2 人であった
のに対して、30 代の人が一番多く 14 人である。 
図表 3-5-2 からわかるように、研修期間（Q25）については、24 人のうち、10 人が 1 週
間の研修を経験し、一番多くの 42％を占めている。また、3 ヶ月が 3 人、2 週間と 6 ヶ月、
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そして 2 年間がそれぞれ 2 人である。そして、3 週間、1 ヶ月、10 ヶ月、1 年間、18 ヶ月
を選んだ従業員が、それぞれ 1 人である。すなわち、3 ヶ月以内の短期研修を受けた人は
17 人であり、72％を占めている。確かに、会社の状況と個人研修内容は異なるが、日本で
の研修期間は比較的に短い傾向が表れている。 
 そして、研修頻度あるいは派遣頻度について、会社ごとに違う。たとえば、R 社と M 社
では原則として 1 年で 3 人を派遣すると規定されている。これは Q26 に答えてくれた従業
員の回答と一致している。T 社の規定ははっきりしていないが、基本的に部門によって異な
る。そのなか、1 年 2 人を答えた 5 人のうち、管理部門が 4 人、1 年 5 人を答えた 3 人のう















をどのような条件で選ぶかについて、研修を受けた 24 名の従業員だけではなく、134 名の
従業員全員に質問した。つまり、日本での研修を受けたことの有無にもかかわらず、回答
した全従業員の見方を求めることとした。 
 Q27. 日本での研修人員を選ぶ基準。（優先順位、たとえば c>b>d>e>a） 
 a)勤続年数 b)職務評価 c)日本語能力 d)コミュニケーション能力 e)管理者との個人






 まず、図表 3-5-3 と図表 3-5-4 に示されたように、6 つ選択肢のなか、「職務評価」を一番
重要な要素として選んだ従業員が 68 人であり、56.67％である。「勤続年数」を選んだのは
28 人、23.33％である。「管理者との個人関係」を選んだのは 9 人、7.5％である。「日本語
能力」が 7 人の 5.83％であり、「コミュニケーション能力」と「その他」がそれぞれ 4 人で、
3.33％である。 
 そして、2 つ以上の選択肢を選んだ回答者は 80 人であった。したがって、2 番目に重要
な要素として「日本語能力」を選んだ従業員が 25 人であり、31.25％を占めている。「職務
評価」を選んだ人が 26.25％、「勤続年数」が 22.5％、「コミュニケーション能力」が 16.25％、
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「管理者との個人関係」が 2.5％、「その他」が 1.25％を占めている。 
 さらに、3 つ以上の選択肢を選んだ回答者は 74 人いた。4 つ以上は 64 人である。3 番目

































 Q28. 日本での研修をどのように見ているか。（優先順位、たとえば c>b>d>e>a） 
 a)勉強の機会 b)仕事の一部 c)本社と日本訪問の機会 d)選ばれたことの優越感 e)昇
進に結びつく f)その他（       ） 
 





 図表 3-5-5 と図表 3-5-6 からわかるように、この問題に答えた従業員のなか、少なくとも
1 つを選んだ人が 119 人である。この研修は「勉強の機会」を 1 番目につけた従業員が圧倒














訪問の機会」が 28 人の 33.73％であり、「昇進に結びつく」が 25 人の 30.12％である。ま
た、3 番目につけた 78 人のうち、「仕事の一部」と「本社と日本訪問の機会」が同じく 24
人の 30.77％である。さらに、4 番目につけた従業員が 58 人である。「仕事の一部」と「選
ばれたことの優越感」がそれぞれ 18 人と 16 人がいる。5 番目につけた 52 人の内、「選ば
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れたことの優越感」を 30 人が選択した。 
 以上の結果に基づけば、中国従業員たちは日本での研修を大切な「勉強の機会」と考え
られる。特に、研修を受けた経験がある 24 人の従業員のなか、20 人が「勉強の機会」をト
ップの位置につけた。また、この 24 人の中に、3 人がそれを「仕事の一部」と見なし、も






の経験があるかどうかにかかわらず、多くの従業員が 2 番目と 3 番目にした。そして「選
ばれたことの優越感」は、比較的に重要ではない要素として位置づけられている。しかし、












 Q29. 日本での研修によって、会社への好感度やコミットメントが高くなると思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q30.  日本での研修によって、日本人従業員がどのように職務を遂行しているかが分か
るようになると思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q31.  日本での研修によって、本社の企業文化がよりはっきりと分かるようになると思
うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q32. 日本での研修の頻度を増やすべきか。 
 a)増やすべきだ b)増やさなくてもいい c)わからない 
 








つまり、a)5 点 b)4 点 c)3 点 d)2 点 e)1 点である。得点が高いほど、会社へのコミッ
トメントが高いことを意味する。研修の経験がある人の平均得点は 3.500 であり、研修経























になると思う人が 15.5％であり、ややそう思う人が 61.24％である。また、Q29 と同じよ
うに、研修の経験がある人と経験がない人を比較するために、各選択肢に点数をつけた。
点数のつけ方も Q29 と同じである。しかし、計算した後、研修の経験がある従業員は得点
は 3.8333 であるが、研修経験がない従業員は 3.8381 である。その差は非常に微小である
ことが示されている。したがって、日本での研修から中国支社に復帰した従業員の経験と
研修の経験が全くない従業員の判断と期待が一致していることが分かる。 
 Q30 に関わる Q31 が、企業文化についての問題である。結果的に、Q29 と Q30 とだい
たい同じような傾向が示された。つまり、本社の企業文化をよりはっきりと分かるように
なると思っている従業員が 15.5％であり、ややそう思う人が 65.89％を占めている。そして、
Q29 と Q30 と同じように、各選択肢に点数をつけた。その結果も Q30 と同じく、研修の経
験がある人と経験がない人を比べると、大きな差が存在していない。それぞれ、3.9583 と
3.9487 である。 











































調査は 2012 年 10 月 9 日から 11 月 15 日まで実施され、1268 社を対象とし、有効回答は
854 社であり、うち製造業は 532 社である。その調査の中で、経営上の問題点として、2011





均給料が上昇してきている。図表 3-6-1 および図表 2-2 に示された通り、2000 年に 9,333













 Q33. あなたの給料は年々上がってきているか。（たとえば、はい[10%]；いいえ）   
 Q34. 会社の賃金制度は合理的であるか。 
 a)合理的 b)やや合理的 c)どちらともいえない d)あまり合理的ではない e)全く合理
的ではない 
 Q37. 日本の伝統的な年功賃金が望ましいと思うか。 
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 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d) あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
Q38. 成果主義に基づく賃金制度が望ましいと思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d) あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q42.  この会社の給料は他の外資系会社より少ないと思うか。 









答えてもらった。134 人の従業員のなか、114 人が回答し、35 人が賃金の上がり率も答え
てくれた。そのうち、85％の従業員は賃金が上がってきていると実感している。賃上げ率
については、3％から 20％まで、さまざまであるが、一番多かった答えは 10％で 13 人、次






 したがって、図表 3-6-3 に示されたように、会社の賃金制度について、合理的であると思









































 Q35. 現在、締結している労働契約の契約期間は何年ですか。  
Q36. 会社との長期契約あるいは終身契約を望ましいと思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 まず、労働契約の契約期間については、12％が終身契約と回答しているが、それ以外は、
全部有期契約と回答している。有期契約の中で最も多く見られるのは 3 年契約である。2 番




低いことが言及された。さらに、姚継東氏[2013]が 2012 年に行った調査では、日系企業の平均月俸が 3000


















従業員数は三社合計で 16 人であり、うち、技術部門に所属している人が 6 人、管理部門に
所属している人が 10 である。また、年齢的に見ると、20 代が 7 人、30 代が 6 人、40 代が
2 人、50 代が 1 人である。それぞれの年齢層における比率は、8.4％、13.6％、50％と 50％
である。つまり、年齢が上がるにつれ、会社と終身契約を結ぶ比率は高くなると考えられ
る。これは、今後さらに検討が必要な問題だと考える。 
 図表 3-6-5 にみるように、長期契約や終身契約が望ましいと思うかという質問について、
「そう思う」を選んだ従業員が 5％であり、「ややそう思う」を選んだ従業員が 35％である。
















































a) ある b) ない c) わからない 
  Q40. 業績が高い人は昇進昇格あるいは昇給などを確実に果たしているか。  
 a) はい b) いいえ c) わからない 
 Q41. 勤続年数ではなく、能力あるいは職務内容を評価基準としてほしいと思うか。 




















 Q43.  過去に、辞職や転職を考えたことがあるか。 
 a) はい b) いいえ 
 Q44.  辞職や転職を考えた理由（優先順位） 
a) 給料が少ない b)昇進のめどが立たない c)自分の能力を十分発揮できない d)会社
の管理体制に不満 e)プレッシャーが大きい f)その他（     ） 
 Q45.  もし、転職すれば、また日系企業を選ぶか。 
  a) はい b) いいえ c) わからない 
 Q46.  総体的に、この会社で満足しているか。 













































 Q47.  上司はあなたの意見を尊重しているか。 
 a)尊重している b)やや尊重している c)どちらともいえない d)あまり尊重していない 
e) 全く尊重していない 
 Q48.  生産性を高めるために、仕事上、同僚と協力関係を保つ必要があるか。 
 a)必要である b)やや必要である c)どちらともいえない d)あまり必要ではない e) 
全く必要ではない 
 Q49.  昇進のためには職務や能力より、上司とのよい関係の維持の方が一番大切だと思
うか。 




 Q50.  中国人管理者とのコミュニケーションの頻度は高いか。 
 a)高い b)やや高い c)どちらともいえない d)あまり高くない e) 全く高くない 
 Q51.  日本人管理者とのコミュニケーションの頻度は高いか。 
 a)高い b)やや高い c)どちらともいえない d)あまり高くない e) 全く高くない 
















































た従業員が 9％、そして、「あまり高くない」と思っている人が 19％であり、合わせると 28％
34% 
59% 






































































 Q52. 日本人管理者に対する感覚。 
 a)親近感を抱く b)疎遠的に感じる  
 Q53. 日本人管理者と疎遠になる原因。 
 a)言語上の障害 b)地位の差 c)印象が良くない d)他人に見られたくない e)コミュニ
ケーションの場がない 
 Q54. 日本人管理者とコミュニケーションをとることが重要であると思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q55. 自分の方から日本人管理者とコミュニケーションを取りたいと思うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q56. 会社はこのようなコミュニケーションの場を提供しているか。 
 a)提供している b)提供していない 
 Q57. 会社はこのようなコミュニケーションの場を提供する必要があると思うか。 
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       出所：事例調査により筆者が作成。 





















































 Q58.  あなたは日本人管理者に直接的に褒められたことがあるか。 
 a)褒められたことがある b)褒められたことがない  
 Q59.  日本人管理者に褒められたならば、仕事に対するモチベーションが高くなると思
うか。 
 a)そう思う b)ややそう思う c)どちらともいえない d)あまりそう思わない e) 全く
そう思わない 
 Q60.  日本人管理者に褒めて欲しいと思うか。 





















































































































Ⅰ. 在中国日系企業における SHRP の役割 
 
























































                                                   
179 Ivancevich M. John, op. cit., p.195. 
180 Cf., ibid., p.195. 


























































































































































































                                                   
183 たとえば、中国撤退に関して、『週刊東洋経済』（1996 年 8 月 31 日）、『エコノミスト』（2005 年 5 月
31 日）、『週刊東洋経済』（2012 年 5 月 19 日）、『週刊ダイヤモンド』（2012 年 11 月 10 日）がある。チャ
イナ・プラスワンについて、『Asia market review』（2005 年 10 月 1 日）、『エコノミスト』（2005 年 10






















                                                   
184 「第１部向き合う（６）「プラス１」の勧め――中国一辺倒にリスク（円と元）終」『日本経済新聞 朝












Ⅲ.  本研究が人材現地化についての本研究のインプリケーション 









                                                   






















                                                   
186 岛津昌吾、石金涛：“在华日资企业为了实现本地化所需要的‘五个视点’” ，《技术经济与管理研究》 ，2005

























付録 1  質問票（中国語） 
“在华日资企业的人力资源管理现状—3 家天津日资企业的调查案例” 
 
Ⅰ．基本状况（在选项处画○）       
年龄：A 10 岁到 20 岁  B 21 岁到 30 岁  C 31 岁到 40 岁  D 41 岁到 50 岁 
E 50 岁以上 
性别：A 男  B 女       
最终学历：A 硕士  B 大学本科  C 大专  D 高中  E 职业技术学校 
工作年数：A 1 年未满  B 1-3 年  C 3-5 年  D 5-10 年  E 10 年以上 
所属部门：A 管理部门  B 技术部门  C 车间     
出身地（省市县）： 
           
Ⅱ．选择本公司的理由 
 A 收入高 B 工作环境 C 人际关系 D 企业知名度  
E 可以发挥能力 F 在学期间在该公司实习过    
     
Ⅲ．关于在学期间的实习（无该经历者回答第 1 问后，可直接回答四） 
1 学校毕业前，曾否接受过该公司的实习 




A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
3 公司在该期间对企业做事习惯学习的重视度。（工作方法，不成文规定等） 
 A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
4 公司在该期间对企业文化学习的重视度。 
A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
5 公司在该期间对日本文化，习惯学习的重视度。（礼仪，日本员工对待工作的态度） 
A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
 
Ⅳ．关于入职培训（无该经历者回答第 6 问后，可直接回答五） 
6 初入公司时，是否接受过入职培训（实习） 
A 接受过 B 未接受过   
7 入职培训所需的期间。（自由回答）： 
8 公司在该期间对技能学习的重视度。 





A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
10 公司在该期间对企业文化学习的重视度。 
A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
11 公司在该期间对日本文化，习惯学习的重视度。（礼仪，日本员工对待工作的态度） 
A 很重视 B 重视 C 一般 D 不重视  
E 很不重视 
12 你是否赞成入职培训应加强企业文化教育。 




13 你的职位是你一直期许的职位么。  
A 是 B 不是 C 不好说 
14 你在现在的职位上，感到满足么。  
A 很满足 B 满足 C 一般 D 不满足  
E 很不满足 
15 你在现在的职位上，是如何工作的（工作态度）。 





A 会 B 不会   
17 你对公司的教育培训机制是否感到充实。 
A 很充实 B 充实 C 一般 D 不充实  
E 很不充实 
18 你是否认为公司的教育培训体系是日本式的。 
A 是 B 不是（选择后直接回答 20）   
19 如果是日本式的，不是否认为很严格。 
A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
20 希望通过教育培训提高自己的水平以便为公司做贡献。 
A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
21 希望可以体验或担任更高级别，或更难的职务。 
A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
22 希望在现任职务之外，担当新的职务或者扩大职务范围。 









A 有    B    没有 
25 旅日研修的期间。（几个星期，几个月等）：  
26 公司旅日研修的频率。（一年几个人等）： 
27 你认为旅日研修的选择标准是什么（多选和排序，例如 C>B>D>E>A）{在此排
列 ：                        }  
A 入社年数 B 考核业绩 C 日语能力 
D 人际沟通能力 E 和领导的关系  F 其他（      ） 
28 你如何看待旅日研修（多选和排序，例如 F>C>B>D>E>A）{在此排列 ：    } 
A 学习的机会 B 只是工作的一部分 C 访问本社
和日本的机会 D 与未被选拔者相比的优越感 E 将来晋升
的资本     F 其他（      ）     
29 你认为提供旅日研修会的机会不会增加你对企业的好感和归属感。 





A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
31 你认为旅日研修会不会帮助你更加清楚地了解本社的企业文化。 
A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
32 你认为本公司旅日研修的派遣频率是否不足，应否增加。 









A 很希望 B 希望 C 都可以 D 不希望  
E 很不希望 
37 你是否希望以日本传统的年功序列体系为主导的工资制度。 





A 很希望 B 希望 C 不清楚 D 不希望  
E 很不希望 
39 你认为公司的业绩考核有没有公平性和说服性。 
A 有  B   没有  C  说不清 
40 业绩高的人是否得到了晋升或涨工资。 
A 有  B   没有  C  不知道 
41 是否希望以能力来作为考核要素，而不是在公司年限为考核标准。 
A 很希望 B 希望 C 不清楚 D 不希望  
E 很不希望 
42 是否认为公司的工资比其他外资企业要少。 
        A 有  B   没有  C  不知道 
 
Ⅶ．离职与跳槽 
43 你之前，是否考虑过离职或跳槽。      
 A 有   B     没有 
44 考虑离职或跳槽的理由（多选和排序，例如 F>C>B>D>E>A ） { 在此排
列 ：                                   } 
A 工资相对少 B 看不到晋升机会 C 要更好发挥自己的 




A 会   B     不会    C    不清楚    
       
46 总体来是说，你对企业满意么。 





A 很尊重 B 尊重 C 说得过去 D 不尊重 
E 很不尊重 
48 为提高公司生产率，在工作上，你认为有必要和同事保持协作么。 
A 很有必要 B 有必要 C 不清楚 D 没必要 
E 很没必要 
49 为了晋升，相对于工作和能力来说，和上司搞好良好的关系更重要。 
A 很有必要 B 有必要 C 不清楚 D 没必要 
E 很没必要 
50 和中国人管理者的交流频率。 





A 经常 B 一些 C 稍稍 D 基本没有 
E 没有 
52 对日本人管理者的感觉。 
A 亲近的 B 疏远的   
53 和日本人管理者疏远的原因。 
A 言语障碍 B 地位差距 C 印象不好 
D 没有人率先交流 E 没有交流平台 
54 你认为和日本人管理者进行交流重要么。 
A 很重要 B 重要 C 不清楚 D 不重要  
E 很不重要 
55 想和日本人管理者主动交流。 
A 很想 B 想 C 不清楚 D 不想  
E 很不想 
56 公司提供这样的交流的机会和平台么。 
A 有 B 没有 
57 你认为公司应该提供这样的机会和平台么。 





A 有 B 没有 
59 你认为被日本人表扬过后，会不会提高工作积极性。 
A 很认可 B 认可 C 一般 D 不认可  
E 很不认可 
60 你是否希望得到日本人领导的表扬和认可。 






















年齢：A 10 代  B 20 代  C 30 代  D 40 代  E 50 代 
性別：A 男  B 女        
最終学歴：A 修士以上  B 大卒  C 専門学校  D 高卒  E 職業技術学校
（高校相当）  
勤続年数：A 1 年未満  B 1－3 年  C 3－5 年  D 5－10 年  E 10 年以上 




A 収入が高い   B 仕事の環境   C 人間関係   D 企業の知名度   
E 能力の発揮   F 当該企業のインターシップを受けたことがある 
 
Ⅲ．インターンシップについて（経験がない方は第 1 問を回答したあと、第 6 問に進んで




A 参加した B 参加しなかった    
2 企業はインターンシップにおける技能習得を重視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
3 企業はインターンシップにおける会社の慣習（仕事のやり方、暗黙知など）を重
視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
4 企業はインターンシップにおける企業文化を重視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
5 企業はインターンシップにおける日本文化（マナーや仕事に対する認識）を重視
しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
 
Ⅳ．オリエンテーションについて（経験がない方は第 6 問を回答したあと、第 13 問に進ん
でください。） 
6 会社に入ったとき、オリエンテーションを受けた。 





A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
9 企業がオリエンテーションにおける会社の慣習（仕事のやり方、暗黙知など）を
重視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない  
D あまり重視しない E 全く重視しない  
10 企業がオリエンテーションにおける企業文化を重視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない  
D あまり重視しない E 全く重視しない  
11 企業がオリエンテーションにおける日本文化（マナーや仕事に対する認識）を重
視しているか。 
A 重視 B やや重視 C どちらともいえない
 D あまり重視しない E 全く重視しない  
12 オリエンテーションにおいて、もっと企業文化や日本文化について詳しく教えて
もらいたい。 
A 賛成 B やや賛成 C どちらともいえない






A はい B いいえ C わからない  
14 現在の職位において、満足感があるか。 
A 満足的 B やや満足的 C どちらともいえない
 D あまり満足的ではない E 全く満足的ではない  
15 現在の職位において、どのような態度で職務に従事しているか。 
A 積極的 B やや積極的 C どちらともいえない
 D あまり積極的ではない E 全く積極的ではない  
16 現在の職位についての不満を直接に上司に伝えるか。 
A 伝える B 伝えない    
17 この会社の教育訓練は充実していると感じるか。 
A 充実している B  やや充実している C  どちらともいえない
 D あまり充実していない E 全く充実していない  
18 この会社の教育訓練は日本式だと思うか。 
A 思う B 思わない（第 19 問に回答する必要はありません） 
19 日本式だと思うなら、厳しいだと思うか。 
A 厳しい B やや厳しい C どちらともいえない




A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
21 より高いレベルあるいはより難しい職務を体験し、担当したいと思うか。（Job 
Enrichment） 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
22 現在の職務のほかに、新しい職務を担当したいと思うか。（Job Enlargement） 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
23 自分の能力を伸ばすため、他の職務あるいは職種の業務を体験し、担当したいと
思うか、あるいは他の部門に移動してみたいと思うか。(Job rotation) 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
24 日本本社あるいは日本にある関連会社へ、派遣され、研修を受けたことがあるか。
（経験がない方も答えてください） 
A はい      B いいえ  
25 日本での研修期間： 
26 日本での研修の頻度（一年何人）： 
27 日本での研修人員を選ぶ基準（優先順位，たとえば、C>B>D>E>A）{答え： } 
A 勤続年数   B 職務評価   C 日本語能力   D コミュニケーシ 
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ョン能力   E 管理者との個人関係   F その他（        ） 
28 日本での研修をどのように見ているか（優先順位，たとえば、C>B>D>E>A）   
{答え ：                        } 
A 勉強の機会   B 仕事の一部   C 本社と日本訪問の機会    
D 選ばれたことの優越感   E 昇進に結びつく   F その他（    ） 
29 日本での研修によって、会社への好感度やコミットメントが高くなると思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
30 日本での研修によって、日本人従業員がどのように職務を遂行しているかがわか
るようになると思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
31 日本での研修によって、本社の企業文化がよりはっきりとわかるようになると思
うか。 
A そう思う B ややそう思う C どちらともいえな
い D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
32 日本での研修の頻度を増やすべきか。 







A 合理的 B やや合理的 C わからない  
D あまり合理的ではない E 全く合理的ではない  
35 現在、締結している労働契約の契約期間は何年ですか。 
36 会社との長期契約あるいは終身契約が望ましいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
37 日本の伝統的な年功賃金が望ましいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
38 成果主義に基づく賃金制度が望ましいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
39 会社の業績評価制度は公正性あるいは納得性がある。 
A ある B ない C わからない  
40 業績が高い人は昇進昇格あるいは昇給などを確実に果たしているか。  
A はい   B いいえ   C わからない 
41 勤続年数ではなく、能力あるいは職務内容を評価基準としてほしいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
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 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
42 この会社の給料は他の外資系会社より少ないと思うか。 




A はい B いいえ C わからない  
44 辞職や転職を考えた理由（優先順位，たとえば、C>B>D>E>A） {答え：} 
A 給料が少ない B 昇進のめどが立たない C 自分の能力を十分発揮できない 
D 会社の管理体制に不満 E プレッシャーが大きい F その他（     ） 
45 もし、転職すれば、また日系企業を選ぶか。 
A はい B いいえ C わからない  
46 総体的に、この会社で満足しているか。 
A 満足している B やや満足している C どちらと 




A 尊重している B やや尊重している C どちらと 




A 必要 B やや必要 C どちらともいえない
 D あまり必要ではない E 全く必要ではない  
49 昇進のためには職務や能力より、上司とのよい関係の維持の方が一番大切だと思
うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D ややそう思わない E 全くそう思わない  
50 中国人管理者とのコミュニケーションの頻度は高いか。 
A 高い B やや高い C どちらともいえない
 D あまり高くない E 全く高くない  
51 日本人管理者とのコミュニケーションの頻度は高いか。 
A 高い B やや高い C どちらともいえない
 D あまり高くない E 全く高くない  
52 日本人管理者に対する感覚。 
A 親近感を抱く B 疎遠的に感じる    
53 日本人管理者と疎遠になる原因。 
A 言語上の障害 B 地位の差 C 印象が良くない
 D 他人に見られたくない E コミュニケーションの場がない  
54 日本人管理者とコミュニケーションをとることのが重要であると思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
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 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
55 自分の方から日本人管理者とコミュニケーションを取りたいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
56 会社はこのようなコミュニケーションの場を提供しているか。 
A 提供している B 提供していない  
57 会社はこのようなコミュニケーションの場を提供する必要があると思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
58 あなたは日本人管理者に直接的に褒められたことがあるか。 
A ある B ない  
59 日本人管理者に褒められたならば、仕事に対するモチベーションが高くなると思
うか。  
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
 D あまりそう思わない E 全くそう思わない  
60 日本人管理者に褒めて欲しいと思うか。 
A そう思う B ややそう思う C  どちらともいえない
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